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１. 12年 3月期の連結業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)連結経営成績 記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 410,338 △ 9.0 19,477 55.2 14,210 129.9

11年 3月期 451,141 △ 10.1 12,551 △ 66.8 6,181 △ 80.6

            当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 6,173 - 22.73 22.41 3.6 2.8 3.5

11年 3月期 △ 8,534 - △ 30.90 - △ 4.8 1.2 1.4

(注)①持分法投資損益 12年 3月期    △205 百万円          11年 3月期    83 百万円

     ②有価証券の評価損益 3,125 百万円 デリバティブ取引の評価損益 △ 810 百万円

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
総  資  産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 507,105 169,634 33.5 624.63

11年 3月期 506,566 170,721 33.7 627.60

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

12年 3月期 45,559 △ 26,478 △ 23,631 113,751

11年 3月期 - - - -

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  67　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　9　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）  8　社  （除外）  2　社   持分法（新規）  1　社  （除外）  1　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 210,000 6,000 2,500

通　　期 460,000 15,000 7,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   25 円 78 銭 



 

１．企業集団の状況 

 

当グループは、当社、連結子会社６７社及び持分法適用会社９社（平成１２年３月現在）により

構成され、情報機器、電子時計、通信・映像機器、デバイス等の分野において、開発・生産から販

売・サービスにわたる事業活動を展開しています。 

開発については、基礎研究開発、新製品開発、新生産技術開発は当社が担当し、生産技術の開発

は、主として生産関係会社が行なっています。 

生産についてはカシオマイクロニクス株式会社及び高知カシオ株式会社が電子部品を担当し、そ

の他の生産子会社は主要部品を当社から支給を受け、一部自己調達部品をもって製品組立加工を行

い、それぞれ当社に供給する経営形態をとっています。 

製品部門別の主な生産関係会社は次の通りです。 

 部    門   主要製品   主要生産関係会社 

   電卓、電子手帳、電子文具   カシオ電子工業株式会社 

   電子レジスター(POS 含む)   愛知カシオ株式会社 

   パーソナルワープロ   甲府カシオ株式会社 

   ポケコン   Casio(Malaysia)Sdn.Bhd. 

   ハンディターミナル   Casio Computer(Hong Kong)Ltd. 

 

情報機器部門 

  オフコン、ページプリンタ     

   電子デジタル腕時計   山形カシオ株式会社 

   電子アナログ腕時計   Casio Korea Co.,Ltd. 

 

電子時計部門 

  電子置時計、電子壁掛時計   Casio(Malaysia)Sdn.Bhd. 

   携帯電話   愛知カシオ株式会社 

   液晶テレビ、デジタルカメラ   山形カシオ株式会社 

 

通信・映像機器部門 

  ハンドヘルドＰＣ   . 

   液晶デバイス   甲府カシオ株式会社 

   電子楽器   カシオマイクロニクス株式会社 

   オーディオ   高知カシオ株式会社 

      Asahi Electronics(Singapore)Pte.,Ltd. 

      Casio Manufacturing Corporation 

 

デバイス及びその他部門 

      Casio Electromex S.A.de C.V. 

 

国内販売については、システム機器以外の製品は、主として代理店を通していますが、一部の地

域は、関係会社を通して販売を行っています。また、システム機器は、主要各地域に設けた販売関

係会社の他、一部は代理店を通じて販売し、官公庁等一部得意先は、当社が直接販売を行っていま

す。一方、海外販売については、北米地域を Casio,Inc.、欧州地域を Casio Electronics Co.，Ltd.、

Casio Computer Co.,GmbH Deutschland、その他の地域においては代理店を設け、直接輸出または

間接輸出を行っています。 

サービスについては、カシオテクノ株式会社が当グループ製品の保守・サービスを行っています。 



 

２．経営方針 

 

(１)経営の基本方針 

当社は創立以来、「創造・貢献」を経営理念に掲げ、独創的な発想と先進的な技術をもって世界

の人々に喜ばれる製品とサービスを創造することにより、企業としての成長を図り企業価値を高め、

投資家の皆様やお客様にとって注目度の高い魅力ある企業であり続けることを、当社経営の使命と

考えております。 

昨今のように、情報化の急速な進展がライフ・スタイルやビジネス・スタイルに大きな変革をも

たらす時代においては、情報ネットワークやマルチメディアに対応した“高付加価値”、“高品質”

の製品並びにコンテンツやソリューションをいち早く提供し、生活やビジネスの快適化に貢献して

いき、ステークホルダーの皆様と感動を共有できる企業を目指していく所存です。 

 

 

(２)会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主の皆様の利益の維持、拡大を重要な経営課題と位置付け、業績の向上、財務体質の

強化に努めております。そのためにも当社の配当政策は基本的に、企業の安定成長を図るために必

要な投資に充当するため、利益の一部を内部留保とする一方、安定した配当を維持することにより

株主の皆様に報いるというものであります。 

 

 

(３)中長期的な会社の経営戦略 

現在、ビジネスのグローバル化が進み、日本の企業同士の競争だけでなく、世界的な大競争が本

格的に始まっております。そのような環境下、当社は世界市場におけるデファクト・スタンダード

の確立を図るべく、経営資源の集中と選択を進めております。 

具体的には、 

①ＩＴ時代に対応する当社のコア・コンピタンスである小型化・省電力技術、高密度実装技術、通

信技術、マルチメディア処理技術などを活かした事業として、持ち運び・操作・処理速度など、

あらゆる面でユーザーの負担が極小となる情報端末を開発し、場所や時間を問わずにマルチメデ

ィアデータの自在な交換と処理を可能にすることで、ビジネスや日常生活の利便性を向上させる

「モバイル・ネットワーク・ソリューション」を展開すること。 

②需要が増大してきている民生機器用の中小型表示デバイス技術と携帯電話、ノート型パソコン等

にその技術を採用されている高密度実装技術は長年の投資及び技術蓄積により、今日カスタマー

から数多くの受注があり大幅な業績向上が見込まれており、これらデバイス事業を拡大事業とし

て捉え、受注対応・技術開発のための堅実な設備投資を実行し新たな価値創造の実現を図ること。 

③ネットワーク時代に突入し、新たなビジネスチャンスが生まれようとしている現在、音声による

コミュニケーションからデータ画像を持った各種コンテンツの配信等、ハードの競争力に加えて、



 

コンテンツや、そのコンテンツを供給するための幅広いチャネル、ネットワーク構築力が重要に

なってきており、当社の強みであるハードの強さに加え、システム化、ソフト化、ネット化など

での新規事業の展開を図ること。 

④世界のトップレベルにある当社のコアコンピタンスを基に、海外のリーダー企業とのアライア

ンス（提携・合弁等）による戦略的パートナーシップを形成し、国際事業の展開を進め、新し

いマーケットを開拓し、次世代ビジネスの開発を推進し世界のお客様のニーズに応えること。  

を経営の重点課題とし、経営資源の集中投入を図っていく所存でございます。 

 

 

（４）対処すべき経営課題 

当社は、株主をはじめとする投資家の皆様、お客様にとって注目度の高い魅力ある企業であり続

けることを目指しており、そのためにも企業価値の最大化を図る経営を推進しております。 

近年資本コストを上回る利益を出すことが重要な経営課題となってきており、資本効率重視を図

る為、連結ＲＯＥやキャッシュフローの向上を視野に入れ事業の峻別を図り、「技術力」、「コス

ト競争力」を高めていくことに加え「経営のスピードアップ」を図り国際競争力を高めていくこと

が必要となっています。 

こうした中、当社は次のような経営施策により従来以上に経営基盤の強化を図り、企業価値の向

上を目指してまいります。 

① 昨年６月に経営環境の変化に即応できる意思決定の仕組みの確立とコーポレート・ガバナン

スの強化を目指し、取締役会の改革を行ない、新たに執行役員制度を導入しました。 

これにより、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を明確に分離し、それぞれの機能の

強化を図り、迅速かつ柔軟な事業運営を行ってまいります。 

② ＭＮＳ（モバイル・ネットワーク・ソリューション）事業・新規事業開発の迅速な拡大を図

るため、本年４月１日よりＭＮＳ統括部、モバイルネットワーク営業統括部、インターネッ

ト開発センターを新設し当該事業を強力に推進してまいります。 

③ 経営基盤のさらなる強化を図るため、カシオグループの基幹業務全体をカバーするＥＲＰ

(Enterprise Resource Planning：) の導入を図り、ビジネスのグローバル化に対応した、

ワールドワイドな事業展開のサポートを強化いたします。グループ企業を含めたグローバル

なサプライチェーン・マネジメントシステム（ＳＣＭ）の構築もその一つであり、開発・生

産・販売・物流から調達・在庫まで含めたあらゆる事業プロセスの効率化を推し進め、マー

ケット情報をいち早く販売計画、生産計画に反映させることにより、リードタイムを短縮し、

チャンスロスや廃棄ロスなどの無駄を排除すると同時に製品在庫の大幅圧縮を図り、これま

で以上に経営の効率化を促進して行く所存であります。 

④ 従来よりの連結ＲＯＡ、ＲＯＥといった経営指標に加え、資本コストやキャッシュフローを

意識した経済付加価値指標の導入を推進し、経営の意思決定に有用な情報を提供し一層の資

産効率の向上並びに成長型事業ポートフォリオへの変革を進め、株主価値の増大を図ってま

いります。 



 

３．経営成績 

 

(１)当期の業績概要 

①業績全般 

本年度のわが国経済は、年度当初は政府による経済対策の効果などにより、住宅投資や公共投資

が高水準で推移し回復傾向が見られたものの、その後政策効果の一巡とともに公的需要が低迷し、

民間需要にも停滞感が出てくる等、本格的な回復には至らぬまま推移しました。 

海外では、米国経済が順調に景気拡大を続け、ヨーロッパ経済は景気の減速が一時的なものに収

まり、アジア経済も通貨危機の影響から脱却し、緩やかながら回復基調で推移いたしました。 

当社関連市場につきましては、デジタル化、ネットワーク化等ＩＴ（情報技術）分野の進展が著

しく、ライフ・スタイルやビジネス・スタイルに大きな変革をもたらす需要の創造が期待される一

方で、ビジネスのグローバル化が進み、世界的な大競争が本格的に始まり、昨年７月以降の急激な

円高と合わせ一段と厳しい状況が続きました。 

 

このような環境のもと、当社およびグループ各社は前述の経営方針のもと、ＭＮＳ（モバイル・

ネットワーク・ソリューション）事業並びにデバイス事業を当社事業の核とすべく経営資源の集中

を図り、経営基盤の強化を図るため、商品力の強化、経営のスピードアップ・効率化を主眼とした

抜本的事業改革施策を実施いたしました。その結果、当期の業績は、円高の進行やワープロ・ペー

ジャー・ＰＨＳなど不採算事業の縮小により売上高こそ前期比９％減の４,１０３億円となりまし

たが、利益につきましては高付加価値事業であるデバイス事業の拡大や全グループを挙げてのコス

ト力強化策の取り組みにより営業利益は前期比５５％増の１９４億円、経常利益で前期比１２９％

増の１４２億円、当期純利益は前期比１４７億円増の６１億円と黒字転換を果たしました。 

 

②部門別の状況 

・情報機器部門 

前 期 ： １,５５８億円   当 期 ： １,５１７億円 （前期比２.６％減）  

○コンシューマ系（電卓／電子辞書／ワープロ） 

市場の縮小により採算が悪化したワープロ事業を縮小いたしました。国内において高い評価

を得ている電子辞書は売上を伸ばしましたが、全体では若干の減収となりました。 

○システム系（ハンディターミナル／ＰＯＳ／ＯＡ／プリンター） 

Ａ３版対応の高速カラーページプリンターは市場より高い評価を頂戴し好調に推移し、また

ＯＡ機器も国内人事システムや楽一等特定マーケット向けシステムがシェアを伸ばし増収

となりました。 

・電子時計部門 

前 期 ： １,２５７億円   当 期 ： ８４４億円 （前期比３２.９％減） 

時計市場の新しい需要の創造を図るため、海外展開やカシオの技術を前面に出した分野（リ

スト・テクノロジー）へのシフト等積極的に展開いたしましたが、急激な円高の影響や国内



 

市況の需要の停滞を受け減収となりました。 

・通信・映像機器部門 

前 期 ： ４７９億円   当 期 ： ４９０億円 （前期比２.３％増） 

○通信（ＰＨＳ／携帯電話／ハンドヘルドＰＣ／モバイルＰＣ） 

下期より採算が悪化したＰＨＳ事業を縮小し、携帯電話機「ｃｄｍａＯｎｅ端末」にシフト

いたしました。競争が激化する同マーケットにおいて“タフネス”を徹底追及した全く新し

いコンセプトの端末により他社との差別化を図り、携帯情報端末の需要に支えられ好調に推

移したハンドヘルドＰＣ／モバイルＰＣとともに増収となりました。 

○映像（デジタルカメラ／液晶テレビ） 

デジタルカメラは高画素化が進む中、画質の向上を図ると同時に操作スピードやＰＣとの親

和性等取扱い易さを追求いたしましたが、市場の激しい競争にさらされ減収となりました。 

・デバイス及びその他部門 

前 期 ： １,２１５億円   当 期 ： １,２５０億円 （前期比２.９％増） 

○デバイス 

カシオ独自のＴＦＴ液晶技術である「ＨＡＳＴ」は需要が増大してきているデジタルカメラ、

カムコーダ等の民生機器用の中小型表示デバイスとして圧倒的なシェアを確保しており、長

年の投資及び技術蓄積により、携帯電話、ノート型パソコン等にその技術を採用されている

ＣＯＦ、ＣＯＧ、バンプ等の高密度実装技術とともに大きく伸長いたしました。 

○電子楽器・その他 

 光る鍵盤シリーズを中心に電子楽器事業は好調に推移いたしました。オーディオ事業は、Ｍ

Ｄが価格、デザイン面で店頭において高い評価を頂戴したものの海外において円高の影響を

受けたこと等から売上高は全体では減収となりました。 

 

 

(２)次期の業績見通し 

今後の事業環境は、国内経済は依然不透明感が強く、海外においても、アジア経済は回復傾向に

あるものの、米国経済の動向や為替相場に懸念材料があり、加えて市場、各企業間の競争が激化し、

益々厳しさを増してくるものと予想されます。 

このような中で、当社は、ＩＴ産業とりわけＭＮＳ事業と液晶等のデバイス事業への集中と選択

を一段と進めながら効率と成果をより高め、当期を上回る業績を確保する見込みです。 

売上高については前期比１２.１％増の４,６００億円を見込んでいます。利益面では、新しい年

金会計基準の適用で費用が増加するものの、業務プロセス及び財務体質など経営全般のさらなる改

善を図り、増益を確保することを見込んでおり、営業利益で同２.７％増の２００億円、経常利益

で同５.６％増の１５０億円、当期純利益で同１３.４％増の７０億円を見込んでいます。 

 

 

 

 



 

平成１３年３月期の業績見通しは次の通りです。 

    

売 上 高       ４,６００億円（前期比   ＋１２.１％） 

営 業利益     ２００億円（前期比     ＋２.７％） 

    経 常 利益         １５０億円（前期比    ＋５.６％） 

    当期純利益          ７０億円（前期比   ＋１３.４％） 

 

売上高を部門別に見ますと、情報機器部門は国内ワープロ事業の縮小による売上高の減少を好調

な電子辞書によりカバーし、安定的な成長を続けているシステム事業と合わせ順調に推移すること

が予想されますが、昨年同様、海外における為替の影響を鑑み、当期対比横ばいに推移すると見込

んでおります。電子時計部門は、近年カシオの時計ブランド価値が高まっており、これを大事に育

てていき世界マーケットにおいても市場を常にリードするＮｏ.1ブランドにすべく、カシオの技術

を前面に出した分野（リスト・テクノロジー）に積極的に展開し、利益面を重視した経営を実施す

るため、売上高は当期対比微増に留まる予定です。通信・映像機器部門は、携帯情報端末の需要が

引き続き伸びることが予想され、輸出の増加も期待されることからＭＮＳ事業への集中をさらに推

進してまいります。また、米マイクロソフト社、独シーメンス社、英ボーダフォン・エアタッチ社

等海外のリーダー企業とのアライアンス（提携・合弁等）による戦略的パートナーシップの効果が

顕在化されることが見込まれ、大幅な増収を達成できる予定です。デバイス及びその他部門は、Ｔ

ＦＴ液晶や高密度実装分野が引き続き好調に推移していくことが予想され大幅な増収が見込まれ

ております。 

 

（注）業績見通しについて 

① 次期の為替水準の設定は１ＵＳ＄＝１０５円、１ユーロ＝１００円を想定しております。 

② 平成１３年３月期より新しい退職給付会計制度が適用されますが、当社の平成１２年３月末

における積立不足額は、割引率３.５％として計算し、２３０億円となっております。また、

次期の業績予想においては、新しい会計基準に基づき計算した退職給付費用を織り込んでお

ります。会計基準変更時差異は年金制度の法制面の整備を待って、その会計処理を再検討い

たしますが、当面１０年償却による見積り額を計上しております。 

③ 業績見通しについては、現時点で入手された情報をもとに判断した見通しであり、実際の業

績はこれら業績見通しとは大きく異なることもありえます。実際の業績に影響を与える要素

としては、当社の事業をとりまく経済情勢、対ドルをはじめとする主要為替相場の変動、製

品販売価格の大幅な変動等が考えられますが、これらに限られるものではありません。 

             



比 較 連 結 貸 借 対 照 表

期  別 当 期 前 期 比 較 増 減

科 目 （１２．３．３１） （１１．３．３１） （ △ 印 減 ）

百万円 百万円 百万円

( 資 産 の 部 )

流  動  資  産 ( 312, 315) ( 322, 488) ( △1 0 , 1 7 3)

現 金 及 び 預 金 　 6 1 ,050 　 8 2 ,910  △21,8 6 0

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 　 8 9 ,297 　 8 7 ,992     1,305

有 価 証 券 　 6 1 ,420 　 5 4 ,621     6,799

た な 卸 資 産 　 8 0 ,507 　 7 5 ,824     4,683

繰 延 税 金 資 産     6,314     7,337   △1,0 2 3

そ の 他    16,350    16,382      △3 2

貸 倒 引 当 金   △2 , 623   △2 , 578 　   △4 5

固  定  資  産 ( 183, 164) ( 174, 993) (   8,171 )

 有 形 固 定 資 産 ( 142, 901) ( 141, 871) (   1,030 )

建 物 及 び 構 築 物    31,237    33,853 　△2, 6 1 6

機 械 装 置 等    70,281    66,235     4,046

土 地    41,383    41,783     △4 0 0

 無 形 固 定 資 産     7,836     2,488     5,348

 投 資 そ の 他 の 資 産 ( 　3 2 ,4 2 7) ( 　3 0 ,6 3 4) (   1,793 )

   投 資 有 価 証 券    11,723    11,388 　    335

   繰 延 税 金 資 産     6,219     4,992   　1 , 227

   そ の 他    18,207    18,035 　    172

   貸 倒 引 当 金   △3 , 722   △3 , 781 　     59

為 替 換 算 調 整 勘 定    11,626     9,085 　  2,541

資 産 合 計   507,1 0 5   506,5 6 6       539



期  別 当 期 前 期 比 較 増 減

科 目 （１２．３．３１） （１１．３．３１） （ △ 印 減 ）

百万円 百万円 百万円

（ 負 債 の 部 ）

流  動  負  債 ( 182, 562) ( 190, 666) ( △8,1 0 4 )

   支 払 手 形 及 び 買 掛 金 　 5 7 ,931 　 4 4 ,044    13,887

   短 期 借 入 金    66,580    88,014  △2 1 ,434

   一 年 内 償 還 転 換 社 債 　     － 　    149     △1 4 9

   一年内返済予定長期借入金    10,372    16,743   △6 , 371

   未 払 法 人 税 等 　  3 ,135 　  2 ,592       543

   未 払 費 用 　 12,5 2 7 　 12, 3 1 9 　    208

   そ の 他    32,017    26,805 　  5,212

固  定  負  債 ( 151, 886) ( 142, 288) (   9,598 )

   社 債 　10 0 , 0 0 0 　1 0 0 , 0 0 0        －

   転 換 社 債 　 23,8 1 1 　 23, 8 1 1        －

   長 期 借 入 金    23,073    16,528     6,545

   繰 延 税 金 負 債     2,984        34     2,950

   退 職 給 与 引 当 金     1,547     1,594      △4 7

   そ の 他 　    471 　    321       150

               

負 債 合 計   334,4 4 8   332,9 5 4     1,494

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分     3,023     2,891       132

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 　 4 1 ,549 　 41, 4 8 1        68

資 本 準 備 金    58,197    58,585     △3 8 8

連 結 剰 余 金    69,891    70,657     △7 6 6

自 己 株 式 　    △3 　    △2       △1

資 本 合 計 　1 6 9 ,6 3 4 　1 7 0 ,7 2 1   △1 , 087

負債、少数株主持分及び資本合計   507,1 0 5   506,56 6       539

 （  当  期  ）        （  前  期  ）

１．有形固定資産の減価償却累計額    166,073 百万円      162,076 百万円

２．保証債務等                        1,474 百万円        1,366 百万円



比較連結損益及び剰余金結合計算書

当        期

（11.4.1～12.3.31）

前        期

（10.4.1～11.3.31）

期        別

科        目 金    額 百分比 金    額 百分比

比 較 増 減

（ △ 印 減 ）

    
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

    売 上 高 4 1 0 , 3 3 8 1 0 0 . 0 4 5 1 , 1 4 1 1 0 0 . 0 △4 0 , 8 0 3

    売 上 原 価 2 8 1 , 7 7 2 6 8 . 7 3 0 6 , 2 8 1 6 7 . 9 △2 4 , 5 0 9

    売 上 総 利 益 1 2 8 , 5 6 6 3 1 . 3 1 4 4 , 8 6 0 3 2 . 1 △1 6 , 2 9 4

    販売費及び一般管理費 1 0 9 , 0 8 9 2 6 . 6 1 3 2 , 3 0 9 2 9 . 3 △2 3 , 2 2 0

   営 業 利 益 1 9 , 4 7 7 4 . 7 1 2 , 5 5 1 2 . 8 6 , 9 2 6

    営 業 外 収 益 7 , 6 2 0 1 . 9 5 , 2 1 8 1 . 2 2 , 4 0 2

    営 業 外 費 用 1 2 , 8 8 7 3 . 1 1 1 , 5 8 8 2 . 6 1 , 2 9 9

   経 常 利 益 1 4 , 2 1 0 3 . 5 6 , 1 8 1 1 . 4 8 , 0 2 9

    特  別  利  益 2 2 6 0 . 0 1 6 0 0 . 0 6 6

    特  別  損  失 2 , 1 0 1 0 . 5 1 4 , 9 2 4 3 . 3 △1 2 , 8 2 3

   税金等調整前当期純利益 1 2 , 3 3 5 3 . 0 △8 , 5 8 3 △1 . 9 2 0 , 9 1 8

   法 人 税 等 4 , 0 7 5 1 . 0 3 , 8 9 9 0 . 9 1 7 6

   法 人 税 等 調 整 額 2 , 0 2 7 0 . 5 △3 , 8 6 0 △0 . 9 5 , 8 8 7

   少 数 株 主 利 益 △6 0 0 . 0 8 8 0 . 0 △1 4 8

   当 期 純 利 益 6 , 1 7 3 1 . 5 △8 , 5 3 4 △1 . 9 1 4 , 7 0 7

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 7 0 , 6 5 7 - 7 0 , 6 5 7

その他の剰余金期首残高 - 7 0 , 6 0 9 △7 0 , 6 0 9

利 益 準 備 金 期 首 残 高 - 5 , 9 4 8 △5 , 9 4 8

過 年 度 税 効 果 調 整 額 - 6 , 3 0 8 △6 , 3 0 8

連結剰余金増減高（△減算） △6 , 9 3 9 △3 , 6 7 4 △3 , 2 6 5

   連 結 剰 余 金 期 末 残 高 6 9 , 8 9 1 7 0 , 6 5 7 △7 6 6



連結キャッシュ･フロー計算書

当        期

（11.4.1～12.3.31）
　　　　　　　　　　　　　　　期        別

　　科        目 金    額

百万円

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

  税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1 2 , 3 3 5

  減 価 償 却 費 3 1 , 9 2 6

  受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △1 , 9 2 8

  支 払 利 息 4 , 0 1 4

  為 替 差 益 △9 8 3

  有 価 証 券 売 却 益 △3 , 4 0 2

  固 定 資 産 除 売 却 損 益 5 6 3

  売 上 債 権 の 増 加 額 △1 , 8 4 0

  た な 卸 資 産 の 増 加 額 △7 , 7 3 5

  仕 入 債 務 の 増 加 額 1 7 , 1 1 0

  そ の 他 1 , 2 9 6

小 計 5 1 , 3 5 6

  利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1 , 7 2 5

  利 息 の 支 払 額 △4 , 0 3 0

  法 人 税 等 の 支 払 額 △3 , 4 9 2

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 4 5 , 5 5 9

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

  有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △3 1 , 6 5 1

  有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 2 , 4 3 4

  無 形 固 定 資 産 の 増 減 額 △2 , 7 2 0

  有 価 証 券 の 増 減 額 △6 7 8

  投 資 有 価 証 券 の 増 減 額 △7 0 0

  長 期 性 預 金 の 預 入 れ に よ る 支 出 △4 , 7 6 0

  定 期 預 金 の 払 戻 し に よ る 収 入 1 1 , 4 6 0

  そ の 他 1 3 7

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △2 6 , 4 7 8

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

  短 期 借 入 金 の 減 少 額 △1 9 , 9 3 6

  長 期 借 入 に よ る 収 入 1 6 , 9 1 8

  長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △1 6 , 7 4 4

  転 換 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △1 3

  自 己 株 式 の 買 入 消 却 に よ る 支 出 △4 5 6

  配 当 金 の 支 払 額 △3 , 4 0 0

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △2 3 , 6 3 1

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 △4 8

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額 △4 , 5 9 8

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 1 1 8 , 7 1 0

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1 7

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △3 7 8

Ⅸ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 1 1 3 , 7 5 1

比較連結貸借対照表の現金及び預金残高と連結キャッシュ・フロー計算書の現金

及び現金同等物の期末残高との調整

現 金 及 び 預 金    6 1 , 0 5 0

償 還 期 間 が ３ ヶ 月 以 内 の 債 券 等    5 3 , 6 4 5

預 入 期 間 が ３ ヶ 月 を 超 え る 定 期 預 金     △9 4 4

現 金 及 び 現 金 同 等 物   1 1 3 , 7 5 1



［連結財務諸表作成の基本となる事項］

１. 連結の範囲に関する事項

連結子会社数  ６７ 社

主要会社名  山形カシオ株式会社、カシオ電子工業株式会社、カシオ情報機器株式会社、

カシオリース株式会社、株式会社朝日コ－ポレ－ション、Casio,Inc.（アメリカ）

（新  規）  株式会社アイ･イー･ピー･テクノロジーズ、Casio Holdings,Inc.、

Casio Corporation of America、Casio Communications,Inc.、

アキア株式会社 他３社

（除  外）  Casio Phone-Mate,Inc.、Casio Philippines Corporation

２. 持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数    ９ 社

主要会社名  セイヨー電子株式会社、中京カシオ販売株式会社

（新  規）  株式会社アークワールド

（除  外）  アキア株式会社

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、㈱朝日コーポレーション及びその海外連結子会社９社並びにアキア㈱

他７社を除いて、連結決算日に一致しております。

㈱朝日コーポレーションの海外連結子会社９社他６社の決算日は１２月３１日、アキア㈱の決算

日は１月３１日、また㈱朝日コーポレーション及び麹町物産㈱の決算日は２月末日であり、連結

決算日との差異がいずれも３ヶ月を超えないため、当連結財務諸表の作成に当たっては各社の当

該事業年度に係る財務諸表を基礎としております。

なお、当該決算日と連結決算日が異なることから生ずる連結会社間取引に係る会計記録の重要な

不一致等については、連結上必要な調整を行っております。

４. 会計処理基準に関する事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

取引所の相場のある有価証券の評価は移動平均法に基づく低価法（洗替え方式）、その他の有価

証券の評価は移動平均法に基づく原価法によっております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として先入先出法に基づく低価法によっております。

(3) 有形固定資産の減価償却方法

有形固定資産の減価償却方法は、見積耐用年数（税法基準の５割から７割程度）に基づく定率法

によっております。（リース事業資産についてはリース期間に基づく定額法、連結財務諸表提出

会社の本社建物及び構築物は定額法によっております。）

但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、法人税法に定め

る定額法を採用しております。

(4) 無形固定資産の減価償却方法

・市場販売目的のソフトウェア … 見込販売収益に基づく減価償却方法（但し、３年以内）

・自社利用ソフトウェア ………… 定額法（償却年数５年）

前期まで投資その他の資産の「その他」に計上していたソフトウェアについては、「研究開発費

及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会・会計制度委員会報告第

１２号 平成１１年３月３１日）における経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続し

て採用しております。但し、同報告により上記に係るソフトウェアの表示については、投資その

他の資産の「その他」から無形固定資産に変更し、表示しております。



(5) 退職給与引当金の計上基準

連結子会社は主として期末自己都合要支給額を計上しておりますが、連結子会社の一部は従業員

退職金の一部について調整年金制度を採用しております。その移行に伴う退職給与引当金超過額

は、過去勤務債務の償却残余期間で均等取崩しを行うこととしております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は部分時価評価法によっております。

６.  連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定は５年間で均等償却しております。

７. 利益処分項目等の取扱いに関する事項

比較連結損益及び剰余金結合計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しております。

８. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。



セ グ メ ン ト 情 報

１．事業の種類別セグメント情報

当グループは、情報機器、電子時計、通信･映像機器、デバイス等の電子機器の製造販売

事業とリース事業を行っておりますが、このうちリース事業については「セグメント情報

の開示基準」に照らして重要性がないので区分開示をしておりません。

２．所在地別セグメント情報

  前連結会計年度（平成 10 年 4 月 1 日～平成 11 年 3 月 31 日） （単位:百万円）

日 本 北 米 欧 州 ア ジ ア 計 消 去 連 結

Ⅰ．売上高及び営業利益

売   上   高

(1) 外部顧客に対する売上高

(2) セグメント間の内部売上高

340,230

85,434

63,749

2,467

30,143

－

17,019

102,377

451,141

190,278

－

(190,278)

451,141

－

計 425,664 66,216 30,143 119,396 641,419 (190,278) 451,141

営 業 費 用 412,535 67,727 29,909 118,269 628,440 (189,850) 438,590

営 業 利 益 13,129 (1,511) 234 1,127 12,979 (428) 12,551

Ⅱ．資       産 458,150 34,132 10,456 35,372 538,110 (31,544) 506,566

  当連結会計年度（平成 11 年 4 月 1 日～平成 12 年 3 月 31 日） （単位:百万円）

日 本 北 米 欧 州 ア ジ ア 計 消 去 連 結

Ⅰ．売上高及び営業利益

売   上   高

(1) 外部顧客に対する売上高

(2) セグメント間の内部売上高

324,245

64,846

54,061

1,453

22,049

－

 9,983

87,318

410,338

153,617

－

(153,617)

410,338

－

計 389,091 55,514 22,049 97,301 563,955 (153,617) 410,338

営 業 費 用 371,764 54,960 21,557 97,074 545,355 (154,494) 390,861

営 業 利 益 17,327 554 492 227 18,600 877 19,477

Ⅱ．資       産 465,228 35,048 10,021 36,390 546,687 (39,582) 507,105

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２． 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北   米･･････米国、カナダ、メキシコ
(2) 欧   州･･････英国、ドイツ
(3) アジア･･････台湾、香港、韓国、マレーシア、シンガポール、中国、フィリピン、インド、
                  インドネシア、タイ



３．海外売上高

前連結会計年度（平成 10 年 4 月 1 日～平成 11 年 3 月 31 日）

                              (単位:百万円)

北    米 欧    州 ア ジ ア そ の 他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 ７４，２７８ ５５，２１３ ３３，６６９ ４２，８０１ ２０５，９６１

Ⅱ 連 結 売 上 高 ４５１，１４１

Ⅲ
連結売上高に占める

海 外 売 上 高 の 割 合
１６．５％ １２．２％ ７．５％ ９．５％ ４５．７％

当連結会計年度（平成 11 年 4 月 1 日～平成 12 年 3 月 31 日）

(単位:百万円)

北    米 欧    州 ア ジ ア そ の 他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 ６５，０８９ ４３，５４９ ３４，０８２ ３６，４３７ １７９，１５７

Ⅱ 連 結 売 上 高 ４１０，３３８

Ⅲ
連結売上高に占める

海 外 売 上 高 の 割 合
１５．９％ １０．６％ ８．３％ ８．９％ ４３．７％

（注）1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2. 各区分に属する主な国又は地域

(1) 北   米･･････米国、カナダ
(2) 欧   州･･････英国、ドイツ
(3) アジア･･････香港、シンガポール、中国
3. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

＜参考＞

連 結 販 売 実 績 表

当                期

（11．4．1～ 12．3．31）

前          期

（10．4．1～ 11．3．31）
                 期    別

  部    門 構 成 比 増 減 比 構 成 比

情 報 機 器

百万円

151,735

％

37.0

％

△2.6

百万円

155,848

％

34.6

電 子 時 計  84,458 20.6 △32.9 125,793 27.9

通 信 ･ 映 像 機 器 49,091 11.9 2.3 47,982 10.6

デバイス及びその他 125,054 30.5 2.9 121,518 26.9

合 計 410,338 100.0 △9.0 451,141 100.0



有 価 証 券 の 時 価 等 
                                                                     （単位：百万円） 

当  期（１２．３．３１）  

           種 類 
連 結 貸 借 対 照 表 

計 上 額 
時 価 

評 価 損 益 

（ △ は 損 ） 

 流動資産に属するもの    

           株 式       1 0 , 3 1 8        1 2 , 2 6 2         1 , 9 4 4  

           債 券           6 6            9 6            3 0  

           そ の 他        1 , 1 2 0         1 , 1 2 8             8  

       小 計       1 1 , 5 0 4        1 3 , 4 8 6         1 , 9 8 2  

 固定資産に属するもの 
   

           株 式        5 , 8 3 9         7 , 0 9 4         1 , 2 5 5  

           債 券 -  -  -  

           そ の 他        2 , 9 5 3         2 , 8 4 1          △1 1 2  

       小 計        8 , 7 9 2         9 , 9 3 5         1 , 1 4 3  

       合 計       2 0 , 2 9 6        2 3 , 4 2 1         3 , 1 2 5  

 

（注） 

  

１．時価の算定方法 

上 場 有 価 証 券 主として東京証券取引所における最終の価格 

店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等 

非 上 場 の 証 券 投 資 
信 託 の 受 益 証 券 

基 準 価 格 

  

２．流動資産の株式には、自己株式を除いて表示しています。 

 

３．開示対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 

流動資産に属するもの 

投資信託受益証券（クローズド期間内） １９，７１４百万円 

フリー・ファイナンシャル・ファンド １，００２百万円 

マネー ・ マネージメント ・ ファンド ２９，２００百万円 

固定資産に属するもの 

非 上 場 株 式 ２，９３０百万円 

（ 内 関 係 会 社 株 式 ）   (          ４１７百万円  ) 

  

 



 デリバティブ取引の契約額等､時価及び評価損益 
 

１．通貨関連 

（単位：百万円） 

当 期（１２．３．３１） 

契  約  額  等 時   価 評価損益 
区

分 
種   類 

 うち１年超   

  為 替 予 約 取 引     

    売 建     

      ユ ー ロ       1 3 4  －         1 2 6            8  

      英 ポ ン ド        1 5  －          1 5            0  

市

場

取

引

以

外

の

取

引      

 
合 計       1 4 9  －         1 4 1            8  

（注） 

１．期末の為替相場は先物相場を使用しています。 

２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確

定している外貨建金銭債権債務等で、連結貸借対照表に当該円貨額により計上しているもの及

び当該円貨額により連結手続上相殺消去されたものについては、開示の対象外としています。

 

 

２．金利関連 

（単位：百万円） 

当 期（１２．３．３１） 

契  約  額  等 時   価 評価損益 
区

分 
種   類 

 うち１年超   

  金 利 ス ワ ッ プ 取 引     

      受取固定／支払変動   3 0 , 0 0 0    3 0 , 0 0 0        △5 6 1       △5 6 1  

      受取変動／支払固定   1 4 , 5 7 5    1 3 , 8 7 5        △2 1 6       △2 1 6  

市

場

取

引

以

外

の

取

引       受取変動／支払変動    3 , 0 0 0     3 , 0 0 0         △4 1        △4 1  

 
合 計   4 7 , 5 7 5    4 6 , 8 7 5        △8 1 8       △8 1 8  

（注） 

期末の時価は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

 

関連当事者との取引 
該当事項はありません。 

 



平成 12年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 12年 5月 17日

上   場   会   社   名       カシオ計算機株式会社 上場取引所 東 大

コード番号       6952 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 執行役員経理部長 東京都

         氏             名 酒井　闊 TEL (03) 5334 - 4852
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 17日 中間配当制度の有無　　無

定時株主総会開催日　　平成 12年 6月 29日

１. 12年 3月期の業績(平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日)
(1)経営成績 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 311,289 △ 9.9 9,000 38.5 7,373 93.6

11年 3月期 345,426 △ 10.1 6,499 △ 76.5 3,809 △ 85.3

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 4,217 - 15.53 15.53 2.6 1.9 2.4

11年 3月期 △ 9,066 - △ 32.82 - △ 5.3 1.0 1.1

(注) ①期中平均株式数 12年 3月期    271,584,233 株          11年 3月期    276,208,569 株 

      ②会計処理の方法の変更　　　無

      ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

12年 3月期 12.50 12.50 3,394 80.5 2.1

11年 3月期 12.50 12.50 3,400 - 2.1

(注) 12年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　           0 円  00 銭、　特別配当　            0 円  00 銭

(3)財政状態

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 398,998 164,504 41.2 605.73

11年 3月期 383,535 164,005 42.8 602.91

(注) 期末発行済株式数　12年 3月期    271,578,868株　　　11年 3月期    272,025,291株

２. 13年 3月期の業績予想(平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日)
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 160,000 3,000 2,000 － －

通　　期 340,000 8,000 4,500 － 12.50 12.50

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期)   16 円 57 銭 



比 較 貸 借 対 照 表                     
                                

当 期 前 期 比 較 増 減   期  別 
科       目 （１２．３．３１） （１１．３．３１） （ △ 印 減 ） 

 百万円  百万円  百万円  

( 資 産 の 部 )    

流  動  資  産 (  2 5 5 , 7 0 3 )  (  2 4 7 , 1 0 3 )  (     8 , 6 0 0 )  
     現 金 及 び 預 金       3 4 , 8 8 0        5 8 , 3 3 7        △2 3 , 4 5 7  

     受 取 手 形       1 0 , 3 2 2        1 1 , 7 3 7       △1 , 4 1 5  

     売 掛 金       6 8 , 3 9 1        5 8 , 9 7 7         9 , 4 1 4   
     有 価 証 券       6 0 , 9 5 3        5 4 , 1 1 7         6 , 8 3 6   
     自 己 株 式            3             2             1  
     製 品       3 1 , 8 1 7        3 1 , 4 3 7            3 8 0  

     原 材 料 及 び 貯 蔵 品        3 , 8 0 5         3 , 1 3 1            6 7 4  

     繰 延 税 金 資 産        4 , 5 2 2         7 , 1 4 0       △2 , 6 1 8  

     短 期 貸 付 金 ※       1 7 , 0 3 8         5 , 1 1 9        1 1 , 9 1 9  

     未 収 入 金       1 6 , 6 1 5        1 1 , 8 2 0         4 , 7 9 5   
     そ の 他 の 流 動 資 産        9 , 1 3 6         7 , 0 6 1         2 , 0 7 5   
     貸 倒 引 当 金      △1 , 7 8 5       △1 , 7 8 0            △5  
    
固  定  資  産 (   1 4 3 , 2 9 4 )  (   1 3 6 , 4 3 1 )  (     6 , 8 6 3 )  
     有 形 固 定 資 産  (    7 3 , 7 9 0 )  (    7 4 , 1 2 0 )      (     △3 3 0 )  

        建 物       2 3 , 2 5 5        2 4 , 4 0 1       △1 , 1 4 6  

        構 築 物           8 5 3            9 2 6           △7 3  

        機 械 及 び 装 置        8 , 6 1 6        1 0 , 0 7 7       △1 , 4 6 1  

        車 輌 及 び 運 搬 具            2 9             4 2           △1 3  

        工具器具及び備品        7 , 1 7 4         7 , 8 5 4          △6 8 0  

        土 地       3 1 , 0 1 7        3 0 , 7 5 1            2 6 6  

        建 設 仮 勘 定        2 , 8 4 4             6 6         2 , 7 7 8   
     無 形 固 定 資 産  (   5 , 0 5 8 )  (      4 6 5 )  (     4 , 5 9 3 )  
        借 地 権            2 3 1            2 3 1             －  
        ソ フ ト ウ ェ ア        4 , 6 0 3             －         4 , 6 0 3   
        電 話 加 入 権           1 2 6            1 2 5             1  
        その他の無形固定資産            9 7            1 0 8           △1 1  

     投資その他の資産  (   6 4 , 4 4 5 )  (   6 1 , 8 4 5 )  (     2 , 6 0 0 )  
        投 資 有 価 証 券        1 1 , 2 7 6          1 0 , 8 0 6             4 7 0  

        関 係 会 社 株 式       3 0 , 9 5 4        3 1 , 1 2 2          △1 6 8  

        関 係 会 社 出 資 金        1 , 7 5 5         2 , 0 0 4          △2 4 9  

        長 期 貸 付 金           1 4 1            1 5 0            △9  
        関係会社長期貸付金           6 5 3             －            6 5 3  

        長 期 前 払 費 用        1 , 8 4 1         6 , 2 6 1       △4 , 4 2 0  

        長 期 性 預 金        4 , 7 6 0             －         4 , 7 6 0  

        敷 金 及 び 保 証 金        1 , 0 5 2         1 , 1 5 2          △1 0 0  

        繰 延 税 金 資 産        7 , 8 2 4         6 , 8 2 8            9 9 6  

        そ の 他 の 投 資        5 , 8 5 5         5 , 0 4 3            8 1 2  

        貸 倒 引 当 金      △1 , 6 7 0       △1 , 5 2 5          △1 4 5  

資 産 合 計        3 9 8 , 9 9 8         3 8 3 , 5 3 5         1 5 , 4 6 3  

 

 



 
                                      

当 期 前 期 比 較 増 減   期  別 
科       目 （１２．３．３１） （１１．３．３１） （ △ 印 減 ） 

 百万円  百万円  百万円  

（ 負 債 の 部 ）    
流  動  負  債 (   1 0 4 , 2 2 6 )  (    8 6 , 4 1 8 )  (    1 7 , 8 0 8 )  

     支 払 手 形        8 , 5 2 8         8 , 0 6 8            4 6 0  

     買 掛 金       2 7 , 9 5 2        2 1 , 9 8 7         5 , 9 6 5  

     短 期 借 入 金 ※       4 0 , 4 5 5        3 0 , 0 0 0        1 0 , 4 5 5  

     一年内償還転換社債            －            1 4 9          △1 4 9  

     未 払 金       1 6 , 9 0 4        1 7 , 5 4 9          △6 4 5  

     未 払 法 人 税 等            4 3             4 0             3  
     未 払 費 用        5 , 6 0 7         5 , 1 9 1            4 1 6  

     前 受 金           6 0 0         1 , 0 2 8          △4 2 8  

     預 り 金           7 9 7            9 1 5          △1 1 8  

     製 品 保 証 等 引 当 金           7 0 0            6 5 0             5 0  

     設 備 支 払 手 形        2 , 6 3 6            8 3 7         1 , 7 9 9  

固  定  負  債 (   1 3 0 , 2 6 7 )  (   1 3 3 , 1 1 1 )     (   △2 , 8 4 4 )  

     社 債        1 0 0 , 0 0 0          1 0 0 , 0 0 0              －  
     転 換 社 債       2 3 , 8 1 1        2 3 , 8 1 1             －  
     関係会社支援引当金        6 , 4 5 6         9 , 3 0 0       △2 , 8 4 4  

               
負 債 合 計       2 3 4 , 4 9 3         2 1 9 , 5 2 9         1 4 , 9 6 4  

    
（ 資 本 の 部 ）    

   資 本 金       4 1 , 5 4 9        4 1 , 4 8 1             6 8  

   資 本 準 備 金       5 8 , 1 9 7        5 8 , 5 8 4          △3 8 7  

   利 益 準 備 金        6 , 3 7 0         6 , 0 2 0            3 5 0  

   そ の 他 の 剰 余 金 (    5 8 , 3 8 7 )  (    5 7 , 9 2 0 )  (      4 6 7 )  

     任 意 積 立 金 (    5 0 , 6 7 0 )  (    5 3 , 7 5 8 )     (   △3 , 0 8 8 )  

         退 職 積 立 金           7 5 0            7 5 0             －  
         固定資産圧縮積立金           9 4 9            9 5 1            △2  
         特 別 償 却 準 備 金            9 0             5 6             3 4  

         株 式 消 却 積 立 金            －        2 7 , 1 2 0        △2 7 , 1 2 0  

         別 途 積 立 金       4 8 , 8 8 0        2 4 , 8 8 0        2 4 , 0 0 0  

    当 期 未 処 分 利 益        7 , 7 1 7         4 , 1 6 2         3 , 5 5 5  

資 本 合 計       1 6 4 , 5 0 4         1 6 4 , 0 0 5             4 9 9  

負 債 資 本 合 計        3 9 8 , 9 9 8         3 8 3 , 5 3 5         1 5 , 4 6 3  

    
 （当   期） （前  期）  

１．有形固定資産の減価償却累計額 88,781 百万円 81,175 百万円  

２．保証債務等：保証債務  15,974 百万円 8,189 百万円  

        保証類似行為 1,501 百万円 26,866 百万円  

３．輸出手形割引高 2,302 百万円 4,682 百万円  

４．自己株式の数 3,641 株 2,578 株  

５．発行済株式数の増減内訳     

  ＜転換社債の転換＞   銘  柄  発行株式数 発 行 価 格       資本組入額 

 第１回米貨建転換社債 92,577 株 1,488 円 90 銭 68 百万円 

  ＜自己株式消却＞  消却株式数 株式の取得価額の総額  

  539,000 株 455 百万円  

※ グループ内の効率的資金運用を目的としたＣＭＳ（キャッシュマネージメントシステム）の運用により 

発生する関係会社に対する短期貸付金 12,006 百万円、短期借入金 10,455 百万円が含まれております。 



比 較 損 益 計 算 書  
                                                            

当        期 

（11.4.1～12.3.31） 

前        期 

（10.4.1～11.3.31） 
     期   別 

 

科   目 
金    額 百分比 金    額 百分比 

比 較 増 減 

 

（ △ 印 減 ） 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

   売 上 高  3 1 1 , 2 8 9   1 0 0 . 0   3 4 5 , 4 2 6   1 0 0 . 0  △3 4 , 1 3 7   

   売 上 原 価  2 4 1 , 2 3 4    7 7 . 5   2 6 1 , 8 8 7    7 5 . 8  △2 0 , 6 5 3   

   売 上 総 利 益   7 0 , 0 5 5    2 2 . 5    8 3 , 5 3 9    2 4 . 2  △1 3 , 4 8 4   

      
   販売費及び一般管理費   6 1 , 0 5 4    1 9 . 6    7 7 , 0 3 9    2 2 . 3  △1 5 , 9 8 5   

   営 業 利 益     9 , 0 0 0     2 . 9      6 , 4 9 9     1 . 9      2 , 5 0 1   

      
   営 業 外 収 益 (    8 , 8 9 0 )  (   2 . 9 )  (    5 , 0 4 8 )  (   1 . 4 ) (    3 , 8 4 2 )  
     受 取利息及び配当金     3 , 7 8 4        2 , 5 3 4        1 , 2 5 0   

     そ の 他     5 , 1 0 6        2 , 5 1 4        2 , 5 9 2   

   営 業 外 費 用 (   1 0 , 5 1 7 )  (   3 . 4 )  (    7 , 7 3 8 )  (   2 . 2 ) (    2 , 7 7 9 )  
     支 払 利 息     2 , 9 3 9        2 , 6 9 4          2 4 5  
     そ の 他     7 , 5 7 8        5 , 0 4 3        2 , 5 3 5   

   経 常 利 益     7 , 3 7 3     2 . 4      3 , 8 0 9     1 . 1      3 , 5 6 4   

      
   特 別 利 益 (       9 4 )  (   0 . 0 )  (      1 5 6 )  (   0 . 1 ) (     △6 2 )  
     投 資有価証券売却益        9 4         1 5 6         △6 2  
   特 別 損 失 (    1 , 5 4 8 )  (   0 . 5 )  (   1 9 , 7 2 7 )  (   5 . 7 ) (△1 8 , 1 7 9 )  
     固 定 資 産 除 却 損       4 9 9         3 5 9         1 4 0  
     投 資有価証券評価損       2 3 9         2 9 4         △5 5  
     流出外貨預金関連損失          -       2 , 2 7 2    △2 , 2 7 2  

     関係会社支援引当金繰入額          -       6 , 3 0 0    △6 , 3 0 0  

     事 業 戦 略 見 直 し に 
     伴 う 製 品 評 価 損 

         -       8 , 7 9 0    △8 , 7 9 0  

     そ の 他       8 0 8       1 , 7 1 1    △9 0 3  

   税 引 前 当 期 純 利 益     5 , 9 2 0     1 . 9  △1 5 , 7 6 0   △4 . 5    2 1 , 6 8 0   
      

   法人税､住民税及び事業税         8 0    0 . 0         6 0    0 . 0         2 0  
   法 人 税 等 調 整 額     1 , 6 2 2     0 . 5  △6 , 7 5 4  △1 . 9      8 , 3 7 6   

   当 期 純 利 益     4 , 2 1 7     1 . 4  △9 , 0 6 6  △2 . 6    1 3 , 2 8 3   
      

   前 期 繰 越 利 益     3 , 4 9 9        5 , 3 1 7    △1 , 8 1 8  

   過 年 度 税 効 果 調 整 額          -       7 , 2 1 4    △7 , 2 1 4  

   税効果会計適用に伴う 
   固定資産圧縮積立金取崩高 

         -         6 5 7   △6 5 7  

   税効果会計適用に伴う 
   特別償却準備金取崩高 

         -          3 9         △3 9  

   当 期 未 処 分 利 益     7 , 7 1 7        4 , 1 6 2        3 , 5 5 5   

 

 （ 当 期 ） （ 前 期 ） 

 減 価 償 却 実 施 額 １２，７５９ 百万円 １２，６９６ 百万円 

 支 払 リ ー ス 料 １，１３７ 百万円 １，７２８ 百万円 

 



 

 

［重要な会計方針］ 

 

１. 取引所の相場のある有価証券の評価は、移動平均法に基づく低価法(洗替え方式)、その他の有

価証券の評価は、移動平均法に基づく原価法によっております。 

 

２. たな卸資産の評価は先入先出法に基づく低価法によっております。 

 

３. 有形固定資産の減価償却の方法は、建物の一部、生産用機械及び装置並びに工具については、
当社所定の基準に基づく耐用年数（税法耐用年数に対してほぼ５割から７割程度の耐用年数）

を、その他の償却資産については税法基準に基づく耐用年数を、それぞれ採用しており、いず

れも定率法によっております。 

 但し、本社の建物及び構築物については定額法によっております。また、平成１０年度の税

制改正に伴い、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、法人

税法に定める定額法を採用しております。 

 

４. 無形固定資産の減価償却方法 

・市場販売目的のソフトウェア･････見込み販売収益に基づく償却方法（但し、３年以内） 

・自社利用ソフトウェア･･･････････定額法（償却年数５年） 

 

 前期まで投資その他の資産の「長期前払費用」に計上していたソフトウェアについては、

「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会･会計制

度委員会報告第 １２号 平成１１年３月３１日）における経過措置の適用により、従来の会

計処理方法を継続して採用しております。但し、同報告により上記に係るソフトウェアの表

示については、投資その他の資産の「長期前払費用」から無形固定資産の「ソフトウェア」

に変更し、表示しております。 

 

５. 引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金は、法人税法に基づく税法限度額（法定繰入率）のほか、債権の個別の実情等

を勘案して計上する基準を採用しております。 

 

(２)製品保証等引当金は、販売済製品に対して当社の保証期間に発生が見込まれるアフターサ

ービス費用を計上したものであり、この計上額は、過去１年間のアフターサービス費の実

績額を基準として算出しております。 

 

(３)関係会社支援引当金は、関係会社が抱える欠損金を解消するための当社負担見込額を計上

しております。 

 

６. リース取引の処理方法は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

 

７. 消費税等の会計処理方法は、税抜方式を採用しております。  

 



 

利益処分案 
                                   

            期    別  

科    目  
当 期  前 期  比 較 増 減  

 百万円 百万円 百万円 

当 期 未 処 分 利 益             7,717              4,162              3,555  

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 28  26  2  

固定資産圧縮積立金取崩額 23  1  22  

株 式 消 却 積 立 金 取 崩 額                    －            27,120          △27,120  

計             7,769             31,310          △23,541  

利 益 準 備 金 360  350  10  

配 当 金             3,394              3,400  △6  

(１株当たり配当金)           （ 12 円50 銭 ）           （ 12 円50 銭 ）           （           － ） 

役 員 賞 与 金 

＜うち監査役賞与金＞ 

                 135 

     ＜            11 ＞ 

                    － 

     ＜             － ＞ 
                 135 

     ＜            11 ＞ 

特 別 償 却 準 備 金 23  60  △37  

別 途 積 立 金                    －            24,000          △24,000  

利 益 処 分 計             3,913             27,810          △23,897  

次 期 繰 越 利 益             3,855              3,499  356  

(注) １．特別償却準備金の積立及び取崩は租税特別措置法の規定、固定資産圧縮積立金の取崩は法人 
税法の規定に基づくものであります。 

   ２. 株式消却積立金の取崩は自己株式の消却に充当しなかったため株主総会決議に基づき戻し 
    入れたものであります。 

 

 

部門別売上高 
                                   

当          期 

（１１．4．１～１２．３．３１） 
前          期 

（１０．4．１～１１．３．３１）
期    別 

 
部    門  構 成 比 増 減 比  構 成 比 

 百万円 ％ ％ 百万円 ％ 

情 報 機 器      1 2 3 , 9 2 0    39.8 △5.1      1 3 0 , 6 3 8    37.8 

電 子 時 計      7 4 , 1 6 6   23.8 △33.6      1 1 1 , 6 2 7    32.3 

通信・映像機器      3 9 , 3 1 7   12.6 5.9      3 7 , 1 1 2   10.8 

デ バ イ ス 及 び 
そ の 他 

     7 3 , 8 8 4   23.8 11.9      6 6 , 0 4 7   19.1 

合 計      3 1 1 , 2 8 9   100.0 △9.9      3 4 5 , 4 2 6   100.0 

内 輸 出      1 2 9 , 8 8 4    41.7 △14.1      1 5 1 , 1 5 8    43.8 

 



有 価 証 券 の 時 価 等 
                                                                     （単位：百万円） 

前  期（１１．３．３１）  

           種 類 
貸 借 対 照 表 

計 上 額 
時 価 

評 価 損 益 

（ △ は 損 ） 

 流動資産に属するもの    

           株 式        5 , 8 5 8         7 , 1 7 2         1 , 3 1 3  

           債 券            3             4             1  

           そ の 他        7 , 1 0 8         7 , 1 1 0             1  

       小 計       1 2 , 9 7 0        1 4 , 2 8 7         1 , 3 1 6  

 固定資産に属するもの 
   

           株 式        5 , 5 1 9         6 , 3 6 0            8 4 1  

           債 券            －             －             －  

           そ の 他        2 , 9 5 2         2 , 2 5 9          △6 9 2  

       小 計        8 , 4 7 2         8 , 6 2 0            1 4 8  

       合 計       2 1 , 4 4 3        2 2 , 9 0 8         1 , 4 6 4  

 

（注） 

  

１．時価の算定方法 

上 場 有 価 証 券 主として東京証券取引所における最終の価格 

店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等 

非 上 場 の 証 券 投 資 
信 託 の 受 益 証 券 

基 準 価 格 

  

２．流動資産の株式には、自己株式を含んでいます。 

なお、自己株式に関する評価損益は０百万円であります。 

 

３．開示対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 

流動資産に属するもの 

マネー・マネージメント・ファンド ４１，１４８百万円 

固定資産に属するもの 

  非 上 場 株 式 ３３，４５６百万円 

   （ 内 関 係 会 社 株 式 ）   (  ３１，１２２百万円  ) 

  

 



 デリバティブ取引の契約額等､時価及び評価損益 
 

１．通貨関連 

（単位：百万円） 

前 期（１１．３．３１） 

契  約  額  等 時   価 評価損益 
区

分 
種   類 

 うち１年超   

  為 替 予 約 取 引     

    売 建     

      米 ド ル       8 1 1  －         7 6 5           4 5  

      独 マ ル ク       1 6 3  －         1 6 6          △2  

市

場

取

引

以

外

の

取

引      

 
合 計       9 7 4  －         9 3 1           4 3  

（注） 

１．期末の為替相場は先物相場を使用しています。 

２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確

定している外貨建金銭債権債務等で貸借対照表において当該円貨額で表示されているものに

ついては、開示の対象から除いています。 

 

２．金利関連 

（単位：百万円） 

前 期（１１．３．３１） 

契  約  額  等 時   価 評価損益 
区

分 
種   類 

 うち１年超   

  金 利 ス ワ ップ取引     

      受取変動／支払固定   1 2 , 0 0 0      －        △2 7         △2 7  

      受取変動／支払変動    3 , 0 0 0     3 , 0 0 0         △5 1         △5 1  

市

場

取

引

以

外

の

取

引 
     

 
合 計   1 5 , 0 0 0     3 , 0 0 0         △7 8         △7 8  

（注） 

期末の時価は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

 

 



役 員 の 異 動 

 
（平成１２年６月２９日付予定） 

 
 
 

 退任予定者 
 
              き   うち    ひろ   よし 

   執 行 役 員   木 内  啓 義   
 

               か   く     やす   いち 
   執 行 役 員   加 来  億 一   （ 退任後、顧問 ）                    

 
 
 

                                                                         以 上 
 


